
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 ２８年 ７ 月 

中 小 企 業 庁 

金 融 課 
 

 

中小企業再生支援協議会の活動状況について 
 

～平成２７年度活動状況分析～ 
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中小企業再生支援協議会とは 
 

 

 

 

多様な中小企業の事業再生を支援するため、各都道府県に中小企

業再生支援協議会及び（独）中小企業基盤整備機構に中小企業再生

支援全国本部が設置されています。 

 各協議会に、企業再生に関する知識と経験を持つ専門家（公認会

計士、税理士、弁護士、中小企業診断士等）が常駐しており、中小

企業の再生に係る相談などにきめ細やかに対応しつつ、地域の総力

を結集し再生を支援しています。 

 

 

 

 

 

常駐専門家が、ヒアリング・面談等により中小企業の経営状況を把握し、提

出資料等の分析を通じて、経営上の問題点や具体的な課題を抽出し、どのよ

うな支援が最も良いのかを検討します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議会事業 

 

支援スキーム 
 

再生の可能性が低く

協議会での対応が困

難だと判断した場合 

「再生計画」の

策定が必要だと

判断した場合 

関係機関の窓口を紹

介することが適切だ

と判断した場合 

適切な窓口（商工会議

所・商工会・中小企業

支援センター・政府系

金融機関等）を紹介。 

可能な範囲でのアド

バイスや専門家等の

紹介。 

「再生計画」策定支援（２次対応） 

 常駐専門家が中心となり、必要に応じて中小企業診断士等の外部専門家

により個別支援チームを編成し、再生計画策定を支援。 

窓口相談（１次対応） 
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１．窓口相談及び再生計画策定支援件数の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業再生支援協議会は、平成１５年２月の発足以来、平成 

２７年度末までに３６，８９０社からの相談に応じ、１１，０５１

社の再生計画の策定支援を完了するなど、着実な成果をあげていま

す。 

平成２７年度の再生計画策定支援完了件数は、１，３１９件とな

り、前年度の再生計画策定支援完了件数２，４８４件の約５３％と

なりました。 

相談企業数 計画策定完了件数 

101 
456 894 1,379 1,773 2,105 2,581 2,945 
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２．窓口相談企業への対応状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

51.8%
30.0%

1.1%

0.2%
0.9%

3.3%
12.8%

相談段階で企業の課題解

決の提示

計画策定支援完了

計画策定支援中

計画策定事前調査中

2次対応等検討中

協議会での私的再生対応

が困難

その他

 

36.8%

13.5%
22.8%

4.6% 18.0%

1.3%
3.0% 相談段階で企業の課

題解決の提示

計画策定支援完了

計画策定支援中

計画策定事前調査中

2次対応等検討中

協議会での私的再生

対応が困難

その他

 

 

・ 平成２７年度の窓口相談企業数は、１，７４８件（前年度比４９％

減）となりました。 

・ 平成２７年度でみると、相談段階（一次対応）で課題が解決した

企業は約４割となっており、相談段階では課題が解決されず、再

生計画策定支援（二次対応）等を実施した企業は、約６割となっ

ています。 

相談企業への対応状況（累計） 相談企業への対応状況（H27年度） 

相談企業数の年度推移 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

3,395
2,666

(▲21%)

2,798
(+5%)

2,584
(▲8%)

2,731
(+6%)

3,164
(+16%) 2,873

(▲9%)
1,929

(▲33%)
1,741

(▲10%)

3,712
(+113%)

4,128
(+11%)

3,421
(▲17％)

1,748
(▲49％)
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３．窓口相談への相談持込者の内訳 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42.4%
(15,654社）

48.0%
(17,710社）

9.6%
(3,526社）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

累計

(36,890社)

企業 金融機関 その他

 

 

 

 

18.6%
(636社)

17.4%
(719社)

25.6%
(448社)

77.3%
(2,643社)

77.9%
(3,216社)

67.9%
(1,187社)

4.2%
(142社)

4.7%
(193社)

6.5%
(113社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

27年度

(1,748社)

26年度

(3,421社)

25年度

(4,128社)

企業 金融機関 その他

 

・ 協議会に持ち込まれた相談の累計では、近年、金融機関による持

ち込みが増加した結果、累計においては、企業による持ち込み件

数を超えています。 

・ 年度推移では、金融機関から持ち込まれた社数が、平成２７年度

に前年度比１，４５６社減の１，１８７社となり、全体に占める

割合は約７割で、昨年度よりも減少しています。 

  

累   計 

年 度 推 移 

※ 「その他」の主なものは、「商工会・商工会議所」、「都道府県中小企業支援センター」。 
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４．窓口相談企業の業種別割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.4%
(1,108社)

33.2%
(1,372社)

32.7%
(572社)

25.5%
(872社)

23.8%
(981社)

23.7%
(415社)

8.9%
(304社)

9.6%
(395社)

9.0%
(158社)

12.0%
(409社)

12.2%
(502社)

12.1%
(212社)

5.8%
(198社)

5.8%
(240社)

3.4%
(60社)

15.5%
(530社)

15.5%
(638社)

18.9%
(331社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年度

（1,748社）

平成26年度

（3,421社）

平成25年度

（4,128社）

製造業 卸売・小売業 建設業 飲食店・宿泊業 運輸業 サービス業・その他

 

 

 

【参考】産業大分類別企業数 

 
 

・ 窓口相談に訪れる企業の業種は、製造業、卸売・小売業で全体の

約６割を占めています。 

・ 平成２７年度は窓口相談件数は全体的に減少し、前年度比 

１，６７３社減の１，７４８社となりました。 

業 種 別 割 合 

出所：平成２６年度経済センサス－基礎調査－ 
   （平成２７年１１月３０日付総務省） 

10.2%
(42万社)

22.2%
(91万社)

11.1%
(46万社)

13.3%
(55万社)

1.8%
(7万社)

41.3%
(169万社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総計

(410万社)

製造業 卸売・小売業 建設業 飲食店・宿泊業 運輸業 サービス業・その他
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５．計画策定支援完了企業数及び新規支援開始企業数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

101

355 438 485 394 332
476

364
255

1,511

2,537 2,484

1,319

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

 
 

2,743 
2,544 

1,338 

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

2,800

3,200

２５年度

(前年度比+66%)
２６年度

(前年度比▲7%)
２７年度

(前年度比▲47%)
 

・ 平成２７年度に再生計画の策定支援を完了した社数は、前年度比

１，１６５社減となる１，３１９社となりました。また、再生計

画の策定支援を新たに開始した社数は前年度比１，２０６社減と

なる１，３３８社となりました。 

完了件数の年度推移 

新規支援開始件数の年度推移 
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６．計画策定支援完了企業の相談持込者の内訳 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.5%
(4,260社)

12.5%
(1,378社)

28.7%
(3,177社)

6.2%
(689社)

3.0%
(328社)

1.4%
(153社)

9.6%
(1,066社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

累計
(11,051
社)

地銀 第二地銀 信金・信組 政府系 都銀 その他金融機関 企業等

 

 

 

 

31.3%
(778社)

37.7%
(956社)

41.8%
(552社)

17.6%
(437社)

14.2%
(360社)

10.2%
(134社)

32.2%
(799社)

35.0%
(888社)

30.7%
(405社)

10.9%
(270社)

5.0%
(126社)

7.9%
(104社)

3.3%
(83社)

2.8%
(72社)

5.2%
(69社)

1.5%
(37社)

0.4%
(9社)

1.4%
(18社)

3.2%
(80社)

5.0%
(126社)

2.8%
(37社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成２７年度

（1,319社）

平成２６年度

（2,484社）

平成２５年度

（2,537社）

地銀 第二地銀 信金・信組 政府系 都銀 その他金融機関 企業等

 

・ 相談持込者に係る累計では、地銀、第二地銀及び信金・信組から

の持ち込みが約８割を占めています。 

・ 年度推移では、地銀からの相談持込者数の全体に占める割合が増

加し、第二地銀、信金・信組及び政府系金融機関からの相談持ち

込み者数の全体に占める割合が減少しています。 

累   計 

年 度 推 移 
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７．計画策定支援完了企業の規模別（売上高）割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.9%
(1,865社)

44.5%
(4,920社)

17.9%
(1,980社)

18.6%
(2,052社)

2.1%
(234社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

累計

(11,051
社)

１億円以下 １億円超～５億円以下 ５億円超～10億円以下 10億円超～50億円以下 50億円超

 

 

 

 

25.6%
(636社)

22.6%
(574社)

19.3%
(255社)

47.7%
(1,184社)

48.1%
(1,221社)

45.0%
(593社)

13.6%
(339社)

15.3%
(387社)

16.7%
(220社)

12.3%
(305社)

13.0%
(330社)

17.5%
(231社)

0.8%
(20社)

1.0%
(25社)

1.5%
(20社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成２７年度

（1,319社）

平成２６年度

（2,484社）

平成２５年度

（2,537社）

１億円以下 １億円超～５億円以下 ５億円超～10億円以下 10億円超～50億円以下 50億円超

 

・ 規模別（売上高）でみると、累計では１億円超～５億円以下の割

合が最も多く、４割超を占めています。 

・ 平成２７年度では、５億円超～１０億円以下及び１０億円超～ 

５０億円超の割合が増加しています。 

累   計 

年 度 推 移 
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８．計画策定支援完了企業の規模別（従業員数）割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.1%
（2,779社）

20.4%
（2,257社）

44.7%
（4,937社）

6.5%
(719社)

3.2%
(359社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

累計

(11,051社)

１～１０名 １１～２０名 ２１～１００名 １０１～２００名 ２０１名以上

 

 

 

 

36.6%
(909社)

33.5%
(851社)

25.7%
(339社)

22.0%
(547社)

19.9%
(505社)

22.4%
(296社)

34.9%
(868社)

40.4%
(1,025社)

42.8%
(565社)

3.9%
(96社)

4.4%
(112社)

6.1%
(80社)

2.6%
(64社)

1.7%
(44社)

3.0%
(39社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成２７年度

（1,319社）

平成２６年度

（2,484社）

平成２５年度

（2,537社）

１～１０名 １１～２０名 ２１～１００名 １０１～２００名 ２０１名以上

 

・ 規模別（従業員数）でみると、累計では従業員２１～１００名の

割合が最も多く、４割超を占めています。 

・ また、平成２７年度は従業員２０名以下の割合が、前年度よりも

１０．５ポイント減少し、小規模事業者の占める割合の増加傾向

が停止しました。 

累   計 

年 度 推 移 
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